
生活様式が大きく変わったＪＡや組合員の皆さまに贈る日本農業新聞

の読みどころ集です。「この１週間を振り返る」ため週刊でお届けします。
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今週の記念日
★７月30日「消費生活協同組合の日」 全国各地の生活協同組合（生協）とその連合会が
加入する全国組織、日本生活協同組合連合会が制定。２０２１年に７０周年を迎えたことを記
念し、生協の認知度をさらに高めるのが目的。日付は１９４８年７月３０日に「消費生活協同組
合法」が公布されたことから。通称は「生協の日」。

＜日本記念日協会から＞

農水省は食料・農業・農村基本計画で提起した新たな国民運動として

「食から日本を考える。ニッポンフードシフト」を始めると発表しました。

官民協働で農業・農村の取り組みや魅力を発信し、食や農の在り方を

議論。消費者と生産者の距離を近づけ、国産農産物を積極的に選ぶ

といった行動変容につなげていきます。 （７/21付１面）

一般企業の農地取得を特

例で認める国家戦略特区

の兵庫県養父市を巡り、指

定される契機となった特区

ワーキンググループの議事

録が非公表となっています。

本紙が開示請求すると、所

管する内閣府はＡ４判２３枚

を開示しましたが、ほぼ全

て黒塗りの状態。特区の全

国展開が懸念される中、有

識者は「透明性と説明責任

は当然必要だ」と指摘して

います。 （7/22付1、3面）
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東京五輪がいよいよ開幕。

史上初めて１年延期され、

緊急事態宣言下という異

例の幕開け。射撃の岡田

直也選手は、岡山県津山

市の実家で競技の傍ら農

業に従事。「単調な農作業

の連続が射撃に通じる」。

男子体操団体の橋本大輝

選手（１９）も、千葉県成田

市で農作業にいそしんで

います。 （23日付13面）

2021年産の主食用米の作付面積が、６月末時点で、

前年実績に比べ６万㌶以上減る見通しとなりました。

農水省は今年産の適正生産量は６９３万㌧と設定。

需給均衡には３６万㌧、面積で前年比６．７万㌶と、

過去最大規模の減産が必要としていました。コロナ

禍による需要減退で前年産米の持ち越し在庫が膨

らみ、作付け転換を図っていました。（７/23付1面）

日本農業新聞 東北支所 （青森・山形県普及担当） 中村 敦信
先日、土曜日だったと思うが、19時頃に懐かしい音を聞いた。打ち上げ花火である。
「このご時世、どこで祭りなんぞやっているのか？」と発作的にスマホで検索してみると、
どうやら楽天球場で打ち上げているものらしい（この日、西武に敗北）。何はともあれ、
「ドーン！」という音に心の中は歓喜雀躍、興奮してしまった。同時に新聞の部数は花
火のように打ち上がっても、空に消えないでほしいと思った。そんな土曜日でした。

2030年度までに６割増の34万㌧の生産量を目指している

大豆が伸び悩み。宮城県は「農家経営の安定が最重要」

として園芸品目を含めて転作を呼び掛け。秋田県は「連作

圃場が多く収量が不安定」と指摘します。 （７/17付3面）


